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顧客と接するには、証券外務員ライセンスが必要 

金融商品仲介業の概要 

投資家の市場アクセスの充実を図る為の 
証券代理店制度 

証券市場の改革促進 

２００４．４  
スタート 

金融商品仲介業者 
 

５７７社 

[４４７社と個人１７２] 

（２０１１．３末） 

金融機関の 
金融商品仲介業者 

 

２００４．１２  
解禁 

旧来からの 
歩合制証券外務員 

 
ＩＦＡ（Independent 

Financial Advisor ）化 

旧来の 
登録金融機関業務 

拡大した証券チャネルとして期待 

1 



2 

金融商品仲介業の実態 

平成２３年３月末時点で６２１社 

現在の証券仲介業者の登録年次 

※金商法による登録は平成１９年９月末から 

単独の証券会社の証券仲介業者 

大手証券：日興６６業者、三菱ＵＦＪ８３業者 

 

ネット証券：ＳＢＩ１３７業者、楽天１５業者 

 

中小・専業証券は実質１９社が証券仲介業に対応している
が、複数証券会社利用の業者も多い 

各社の概要 



 
 

 
 

 
 

金融商品取引業者と仲介業者の関係 

 
金融商品仲介業者 

 

 
金融商品取引業者 

 

商
品
の
提
供 

サ
ー
ビ
ス
の 

提
供 

機
能
の 

提
供 

顧客 顧客 顧客 顧客 

顧客
口座 

取引があ
れば 

仲介業者にとって顧客との
親密性がポイント 

現状は、仲介業者側
がらみて、重要な金融
証券取引業者の機能
は、左記の３つがポイ
ントとなる。 

仲介業者は複数の 

金融商品取引業者を
代理することが可能 
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親密証券会社の仲介業 

仲介業者への３つパターン 

金融機関 

証券子会社の 
仲介業 

顧客口座を同一金融グルー
プで管理する目的から、上
位地銀も証券子会社保有し、
その仲介業者へ 
 

独立性の強い 
仲介業者 

業態転換する 
仲介業者 

証券会社 
ファイナンシャルプランナー 

税理士等 保険代理店 

現状は余りないが、今後は
想定されるパターン 

商品・サービスの品揃え 

相手ブランド力 

収益性 

金融商品取引業者選択のポイント 

同様の選択ポイント
になる 

パターン１ パターン２ パターン３ 
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証券外務員の独立 

個人 



パターン１について 

金融機関の 
証券子会社 

金融機関の 
仲介業 

元々の金融機関顧客の
口座を管理 

現場では金融機関とし
ての証券外務員教育 

厚い営業資源 

数百・数千規模で外務員を
仲介ネットワーク化出来る 

投信販売は、窓販とのすみ
分けが必要だが、現在はそ
の過程 

ファイアーウォール規制緩
和の影響は、法人への金
融商品販売など今後影響 

同一の金融グループ内で
の顧客の囲い込み戦略に
合致 

将来の金融所得一体課税
での優位性確保の可能性 

現状では、最も成功している仲介業モデルと言われるが・・・ 

コスト 人材の
確保 

大手金融機関と 
上位地銀までの 

対応か 

その他の地域金融機関
等は、証券ビジネスに
関して別の仲介ネット
ワークが必要に 
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パターン２について 

独立性の強い 
仲介業者 

ファイナンシャルプランナー 

税理士等 保険代理店 

個人 

商品・サービスの品揃え 

相手ブランド力 

収益性 

金融商品取引業者選択のポイント 

証券チャネルの拡大で
最も期待された層だが、
大量に組織化していくの
が難しい 

既存のネットワークを 
仲介業者化できるか 

専用シス
テム提供 

営業支援 

既存の証券や
金融機関から、
どう組織化して
取り込み化が

課題 

ネットワーク化コストをど
こまで負担していくのか
が証券側の問題となる 
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パターン３について 

仲介業者に業態転
換した元証券会社 

証券会社 

顧客口座は、相手証券会社
に移行してしまう。 

自己資本規制等からは
解放 

顧客の為に 

どう最良執行義務
を果たすか 

自分の顧客は、統合して資
産管理したいはず 

1社専属の仲介者になる
か 

多数者を選択可能な 
仲介者になるか 

別の商品流通ルートを
共有するネットワークに

参加するか 

系列化？ 

仲介専用
システム 

プラットフォーム
組織 

7 

証券外務員の独立 

パターン２のファイナン
シャル・プランナーへ 

現在このパーターンは余りないが、証券業界のリストラクチャリングモ
デルとしては期待したい。但し現状でのハードルは高い。 



大手証券の迷い 

 
実際の金融商品仲介業者 

 

 
当初の仲介業イメージ 

 
 
 
 
 
 

金
融
プ
ロ
の
取
り
込
み 

金融機関の
系列になる
か？ 

ネットワークそのもの
を取り込む 

独自のプロ
を育てる
か？ 

        ＩＦＡビジネス戦略 
 

当初の仲介モデルとは異なる
営業のスリム化が目的だった 

専用システムの提供 

営業支援体制 

歩合セール
スと何が異
なるか 

高コスト化を避け
る戦略は？ 
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ネット証券の迷い 

ネット証券の成長
の限界 

別のネットワーク
の活用 

対面ルートの 
取り込み 

有人店舗と合わせた、対面
営業のネットワーク化 

他の事業者のネットワークと
の協働を模索 

ネットにネット機能を重ねる
ような仲介機能が構築でき
るか 

インフラ 

自らのプラットフォーム化を意識して仲
介ビジネスを拡大するか？ 

仲介ビジネス 

対面への営業支
援が必要 

高コスト化の
可能性 

コンテン
ツ 

商品流通
ルート 
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金融商品取引業者からみた仲介業ビジネスのポイント 

 
金融商品取引業者 

 

拡大した販売・
サービスチャネル 

ロイヤリティの高い
代理者 

新たなネットワーク
による価値 

自ら仲介業者の 

プラットフォームとして
どの様に機能するか 

 
金融商品仲介業者 

 

商
品
・サ
ー
ビ

ス
・機
能
の
提
供 

営
業
活
動
支
援 

ニ
ー
ズ
の
吸
収 

ネットワーク維持の為
のコストパフォーマン

スは 
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必要な機能 



 
 
 

対面（プロ）営業員の確保 

仮説：証券仲介業移行モデル 
（若し、日本で証券仲介業が成功するとしたら） 

豊富な商品の 
供給源確保 

充分なペイアウト 
（仲介報酬）の提示 

米国での 
成功の条件 

複数の証券会社の仲介 

（例えば、商品別に区分
すると対応しやすいか） 

複数の運用会社の 
直販システム利用 

外国証券等の 
外債供給 

外国証券等の（ｆｘ、ＣＦＤ） 
デリバティブ供給 

管理・決済だけの
プラットフォーム 

提供 

外国証券等の 
海外株・ＥＴＦ供給 

ブローカーズ・ 
ブローカー 

（独立仲介者向け） 

既存証券からの
営業員独立 

投資助言業者
の仲介業者化 

既存の士業ネッ
トワーク活用 

モデル１ 

モデル２ 

※金融機関の証券仲介業対応は銀行・保険・証券の相
互代理店方式の視点でみる必要があるので別モデル 



余禄：理想の一つ、みんなで作り利用しよう 

 
金融商品取引業

A 
 

株式の取次 

 

商
品
・
サ
ー
ビ

ス
・
機
能
の
提

供 

営
業
活
動
支
援 

ニ
ー
ズ
の
吸
収 

 
金融商品取引業

B 
 

外国株式の取次 

 

 
金融商品取引業

C 
 

投信販売の取次 

 

 
金融商品取引業

D 
 

外債売買の取次 

 

 
金融商品取引業

E 
 

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞの取次 

 

 
商品情報の共有 

 

 
商品流通ルート

の共有 

 

 
決済等インフラの

共有 

 

共有プラットフォーム α 

仕
様
の
標
準
化
・

共
通
化
対
応 

 
金融商品仲介業者 

 

 
金融商品取引業者の 
実質的仲介業者化促進 

 

αの 

中立性 
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ご参考：米国対面リテール証券の動向 
（営業員の独立性の強い証券会社の事例） 

大手リテール証券 

独立系 
リテール証券 

営業員と顧客資産が移動 
（２００９年で大手営業員の１０％） 

スミスバーニー 
営業員１８０００人 

メリル 
営業員１５０００人 

エドワード・ジーンズ 
営業員１２０００人 

ＬＰＬ 
営業員１２０００人 

全国１２０００店舗で、地域密着志向 
つまり、営業員１名１店舗を展開 

・常勤でない営業員が金融商品販売 

・営業員が独立して一任勘定を中心に資産管理
型の営業を行う 
・銀行の投資販売ビジネスを支援 

自社グループ内に投信運用会社を
持たず他社商品のアレンンジャーに
徹しているので営業員（独立アドバイ
ザー）の商品選択の自由度が高い
＝４００以上の運用会社から８５００
本以上のファンドの提供 

営業員への販売手数料のペイアウト
率が高い＝直近８５％以上のペイア
ウト率、費用を差し引いても７０％以
上と見られる。  

統合資産管理ツールや包括的決済
システムで、発注の効率化やコスト
ダウンに持続的に取り組んでいる。  

商品選択の自由度 高いペイアウト 営業インフラ整備 

※本頁は、“米国リテール証券アドバイザーの多様化とLPLの成長戦略”（野
村資本市場研究所2010年９月）、“米国におけるリテール証券の特徴”（みず
ほ総合研究所２０１０年９月）等を参考にしました 
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お問合せについて 

本資料は、ビジネスモデルとしての証券仲介業の
現状の説明を試みたものですが、この証券仲介業
の可能性や現状の問題に関する対応策について、
ご確認されたい事がありましたら、下記までお問
い合わせ下さい。 

弊社お問合せ先： ０３－６２３１－０５５６ 

メール： info@fmrd-kizuna.com 

 


